
●第２期津市まち・ひと・しごと創生総合戦略進行管理表（令和２年度）

基本目標①　出会い・結婚・出産・子育てしやすい環境づくり

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

2,080人/年 2,200人/年 1,848人／年

具体的な施策
重要業績
評価指標

（KPI)

策定時
（H30年度）

目標値
（R6年度）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
具体的な事業の実施状況（令和２年度）

課題・今後の方針

(1)　出会い・
　　結婚

ア：出会いの場の創出と情
　　報発信

意見なし 健康福祉部 子育て推進課

263人
※H30年度の

参加者数が
突出して多い
要因は、年度
末に津市少子

化対策地域
支援活動事

業による参加
者200人超の

大規模な結婚
支援イベント

が開催された
ことによるも
の（第2期総

合戦略のKPI
策定・検討

時、H30年度
の年度途中
の実績は54

人）

100人/年 42人

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、2回の開催を予
定していた津市主催のイベントを1回のみとし、加えてイベント
の参加人数を通常時より少人数に設定したことなどから、目
標値を達成できなかった。令和2年4月1日から新しく「こども子
育て・出会い応援に関する相談窓口」を設置し、出会いに関
する相談等に対応することで出会いの場の情報発信などに
繋げることができた。
　今後も新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、可能な
限りイベントを開催するとともに、女性参加者の拡大が課題で
あるため、イベント内容・周知方法などについて継続した検
討・改善に取り組む。
※　①津市主催の結婚支援イベント参加者数及び、②津市少子化
対策地域支援活動事業による結婚支援イベント参加者数
H27年度①26人、②30人 合計56人、H28年度①40人、②採択なし
合計40人、H29年度①61人、②43人 合計104人、H30年度①54人、
②209人 合計263人、R1年度①54人、②21人 合計75人
※　令和2年度の①のイベントによるカップル成立数：4組
（【参考】過去5年間で9回開催した際のカップル成立数：28組）
※　令和2年度の相談窓口における出会いに関する相談数：24件

意見なし

ア：妊娠・出産から子育て
　　へと途切れのない支援

乳児家庭全
戸訪問（赤
ちゃん訪問）
実施率

健康福祉部 健康づくり課 96.0% 97.5% 96.0%

　赤ちゃん訪問について、母子健康手帳交付時、出生届出時
等に妊産婦へ周知をすることで、妊娠期に支援が必要な対
象者を把握しながら、妊娠・出産から子育てへと途切れのな
い支援を行うことができた。
　今後も、新型コロナウイルス感染症の影響により、家庭へ
の訪問を見合わせる場合があることが課題であるが、全戸訪
問に向けた実施率のさらなる向上を図り、途切れのない支援
に取り組む。

意見なし

イ：不妊治療を受けやすい
　　環境の整備

不妊治療費
助成件数

商工観光部
健康福祉部

商業振興労政課
保険医療助成課 451件

450件/年
（計画期間中

の平均）
452件

　令和3年1月以降終了の治療分から、国が助成対象者の所
得制限を撤廃したことや助成回数を生涯通算回数から１子ご
との通算回数に変更したことなどにともない、本市においても
同タイミングで所得制限の撤廃や上限回数の変更など助成制
度を改正したことにより、目標を上回る助成件数となった。
  今後は、令和4年度から不妊治療費が保険適用となる予定
であるため、本市としても国・県の動向を踏まえながら、当該
不妊治療費助成の今後について検討を行うとともに、不妊治
療を受けることができる職場環境づくりに向けた企業の理解
醸成への啓発について、引き続き関係機関と連携し、あらゆ
る機会を捉えて取り組む。
※　不妊治療費助成件数　H28年度　447件、H29年度418件、Ｈ30
年度451件、R1年度468件

意見なし

ウ：中学生からの若年層を
　　対象にした妊娠・出産に
　　関する医学的知見を踏
　　まえた知識等の普及啓
　　発

講演の受講
生徒数

教育委員会 教育研究支援課 -
11,500人

（計画期間中
累計）

3,202人

　思春期ライフプラン教育事業として、産婦人科医等の専門
家を、市内の全中学校・義務教育学校（２０校）に派遣し、思
春期からの性や妊娠、出産適齢期及び不妊等の正しい知識
に関する講演を実施することで、若年層に対する当該分野に
おける知識の普及や正しい理解への醸成を図ることができ
た。
　今後も、同事業を通じて継続した普及啓発に取り組む。

意見なし

数値目標

出生数

第２期総合戦略

津市に住み、結婚したい、子どもを産みた
い、子どもを育てたいと思う人たちの希望
がかなう環境づくりを進めます。

策定時
（H30）

目標値
（R6)

実績

施策分野 委員からの意見

(2)　妊娠・
　　出産

部局

具体的な施策のＫＰＩ等に対する取組
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●第２期津市まち・ひと・しごと創生総合戦略進行管理表（令和２年度）

具体的な施策
重要業績
評価指標

（KPI)

策定時
（H30年度）

目標値
（R6年度）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
具体的な事業の実施状況（令和２年度）

課題・今後の方針

第２期総合戦略

施策分野 委員からの意見
部局

具体的な施策のＫＰＩ等に対する取組

ア：幼保連携型認定こども
　　園の整備

公立の幼保
連携型認定こ
ども園の整備

健康福祉部
教育委員会

子育て推進課
学校教育課

-
2施設

（計画期間中
累計）

0施設

　計画期間中の2施設整備に向けて、下の2地区での取組を
行った。
●河芸地区
　上野幼稚園・豊津幼稚園・上野保育園を一体化した河芸こ
ども園の開園に向け、幼稚園舎・保育園舎の工事に向けた設
計等の調整を行った。
　令和3年度は、7月に地域住民・保護者向けにこども園の理
解深化を目的としたシンポジウムを開催したほか、8月からは
幼稚園舎、12月からは保育園舎の改修工事に着手し、ともに
年度内の工事完了と令和４年４月の河芸こども園開園に向け
て、スケジュール通り事業を進めることができている。
●高茶屋地区
　当地区における民間のこども園整備について意向・事業参
入の調査を実施した。
　令和3年度は、これら民間事業者の意向や施設整備に係る
意見について、津市私立幼稚園・認定こども園協会・津私立
保育園協議会との調整を引き続き実施する。

意見なし

イ：世代を超えた交流の場
　　づくり

ふれあいいき
いきサロン参
加人数

健康福祉部
地域包括ケア

推進室
93,191人/年 130,000人/年 107,032人

　新型コロナウイルス感染症拡大による影響はあったもの
の、最大限の感染予防対策を行ったうえで、一般介護予防事
業に位置付けられるサロンを開催した。なお、やむを得ず開
催できなかった場合は、厚生労働省からの「一般介護予防事
業として、例えば、電話による健康状態の確認や助言等の活
動を実施することも可能」との通知に基づき、電話等により参
加者の安否や生活状況を聞き取ることで、サロンを開催した
ものとして取り扱い、子育てに関する悩みの解決や引きこも
り・孤立の予防に繋げた。これらの取り扱いにより、電話や訪
問での相談対応も含めた開催回数は増加したものの、参加
人数は前年度の111,814人から減少した。
　今後も、新型コロナウイルス感染症予防を徹底した運営に
加え、担い手の確保及び継続的な活動へのさらなる支援を行
うことで、サロン参加人数を増やし、交流の場づくりに取り組
む。

意見なし

ウ：子育てを支援する公園
　　の整備

中勢グリーン
パークの整備
面積

建設部 建設整備課 約11.2ha 約12.8ha 約11.2ha

　Ｐａｒｋ－ＰＦＩ制度による民間活力を活用した整備に取り組む
ため、事業者の公募を実施した。
　令和3年度は、選定された事業者との基本協定締結など、
令和4年4月の工事開始に向けての準備に取り組む。

意見なし

エ：保護者のニーズに則し
　　た子育て支援の充実

子育て支援
コーディネー
ターの配置箇
所数

健康福祉部 子育て推進課 4箇所 5箇所 5箇所

　令和２年度に目標値としていた５箇所の子育て支援セン
ターにコーディネーターを配置することができた。また、子育
て支援センターで実施する利用者支援事業（基本型）と保健
センターで実施する利用者支援事業（母子保健型）との相互
連携を図ることを目的として、支援者に係る情報共有シートの
導入も行った。
　今後も、連携会議や情報共有シート等を活用した両セン
ターにおけるさらなる連携強化を図ることで、子育て世代包括
支援センター機能（両センターの総称）を発揮し、妊娠・出産
から子育て支援への途切れのない支援に取り組む。
※　コーディネーターを配置している子育て支援センター
・桜橋子育て支援センター
・たるみ子育て支援センター「かるがも」
・芸濃子育て支援センター「ぷちぷち」
・安濃子育て支援センター「わくわくランド」
・香良洲浜っ子幼児園子育て支援センター（令和２年度配置）

意見なし

(3)　子育て
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●第２期津市まち・ひと・しごと創生総合戦略進行管理表（令和２年度）

具体的な施策
重要業績
評価指標

（KPI)

策定時
（H30年度）

目標値
（R6年度）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
具体的な事業の実施状況（令和２年度）

課題・今後の方針

第２期総合戦略

施策分野 委員からの意見
部局

具体的な施策のＫＰＩ等に対する取組

オ：配慮が必要な子ども・
　　家庭への相談・支援
　　体制の充実

家庭児童相
談の受付件
数

健康福祉部 こども支援課 860件 900件 979件

　ＨＰや広報津、津市子育てハンドブックを活用した、継続的
な相談受付体制等の周知や、保護者等の相談者に対する気
軽な相談体制の周知が奏功し、受付件数は増加傾向となり
目標値を上回った。
　今後も、相談事業の周知に努めるとともに、全国的に虐待
通告件数が増加するなか相談内容も多様化していることか
ら、幅広い助言等が出来るよう、職員の資質向上及び関連情
報の収集に努め、相談体制の強化に取り組む。

意見なし

カ：幼児教育・保育の環境
　　の充実

待機児童数
（各年４月１日
時点）

健康福祉部
教育委員会

子育て推進課
学校教育課

-
待機児童ゼロ

の維持
維持

　公立の幼保連携型認定こども園の整備に向けた取組や私
立保育所の施設整備への財政支援に加え、私立幼稚園にお
ける2歳児クラス運営への支援を実施することで、待機児童
ゼロの維持を図ることができた。
　今後も取組を継続して実施するとともに、保育士確保にも取
り組む。

意見なし

キ：就学前教育の充実

幼稚園におけ
る１クラス１０
人以下の学
級数の縮小

教育委員会
健康福祉部

学校教育課
子育て推進課

15学級 10学級 15学級

　少子化・保育需要の増加等の要因により、幼稚園の利用者
が減少しているなか、令和元年度に増加した18学級から15学
級に3学級縮小することで、幼児教育に必要な適正規模集団
の確保を図ることができた。
　１クラス当たりの園児数の減少傾向が続いていることから、
今後も引き続き、幼児の集団の中での学びを保障するため
に、混合学級の編制・近隣園との合同保育等に取り組む。

意見なし

放課後児童ク
ラブに係る整
備指針に基づ
く施設整備数

教育委員会 生涯学習課 4施設 11施設 8施設

　平成２８年度における放課後児童クラブに係る整備指針の
策定後、毎年計画的に施設整備を進めており、児童のため
の安全・安心な放課後の居場所を確保することができた。
　今後も引き続き、施設整備に取り組むとともに、市条例に規
定する児童1人当たりの専用区画面積概ね１．６５㎡を下回っ
ている児童クラブもあるため、専用区画面積の確保について
も取り組む。

意見なし

放課後児童ク
ラブの受入れ
児童数

教育委員会 生涯学習課 2,680人 3,300人 2,957人

　保護者の就労等により、年々増加する利用児童数の受入
状況等を把握し、平成２８年度における放課後児童クラブの
整備指針に基づき計画的に整備を行うことにより、適切な遊
び場所や生活の場を提供することができた。
　今後も引き続き、放課後児童クラブを必要とする児童の受
入れができるよう、施設整備や運営支援に取り組むとともに、
学校施設の活用にあたって学校や関係者の協力が得られる
よう連携を図る。

意見なし

ケ：子どもたちの学力向上
　　と安全の確保に向けた
　　小中学校及び義務
　　教育学校の教育環境の
　　充実

全国学力・学
習状況調査に
おいて全国平
均を上回る教
科数（小中学
校合算）

教育委員会 教育研究支援課 1教科 全4教科 ※調査は中止

　新型コロナウイルス感染拡大による全国的な臨時休業期間
の影響により、本調査は中止となったが、本調査で活用する
ことを予定していた問題自体を各校で活用し、授業改善等を
行うよう周知・依頼することで、学力向上に向けた取組を推進
した。
　令和３年度は本調査が実施されたため、結果を踏まえて、
授業改善につなげるよう各校に働きかける。

意見なし

コ：ワーク・ライフ・バランス
　　（仕事と生活の調和）の
　　推進

事業所訪問に
よる啓発

市民部 男女共同参画室 -
200事業所

（計画期間中
累計）

0

　新型コロナウイルス感染症の影響により、市内事業所の人
事担当者や施設管理者への訪問はできなかったものの、
ワーク・ライフ・バランスに係るセミナーの開催等を通じ、ワー
ク・ライフ・バランスの推進を図った。
　今後も引き続き、様々なチャンネルを通じたワーク・ライフ・
バランスの重要性に係る啓発に取り組む。

　ワーク・ライフ・
バランスの関係で
は、三重労働局雇
用環境・均等室が
担当として、様々
な取組を行ってい
るので、引き続き
連携をお願いす
る。

(3)　子育て

ク：放課後児童クラブの充
　　実
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●第2期まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略施策評価（令和2年度）

基本目標②　産業振興、企業立地等による安定した雇用の創出・拡大

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

91,653人/年 95,200人/年 91,191人／年

具体的な施策
重要業績
評価指標

（KPI)

策定時
（H30年度）

目標値
（R6年度）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
具体的な事業の実施状況（令和２年度）

課題・今後の方針

ア：企業の人材育成・確保
　　に向けた支援

人材育成事
業による支援
企業数

商工観光部 経営支援課 -
90社

（計画期間中
の累計）

22社

　市内中小企業の人材育成に対する取組への継続した支援
により企業の基盤強化に繋げることができた。
　今後も引き続き、支援未実施の市内企業を中心に支援策
の周知に取り組む。

意見なし

イ：企業の自動化・制御技
　　術、先端技術の導入、
　　高度化に対する生産性
　　向上支援

生産性向上
促進事業によ
る支援企業数

商工観光部 経営支援課 -
50社

（計画期間中
の累計）

17社

　市内中小企業の生産性向上に対する取組への継続した支
援により、企業の競争力維持・向上に繋げることができた。
　今後も引き続き、支援未実施の市内企業を中心に先端技
術の導入等への支援策の周知に取り組む。

意見なし

ウ：ビジネスサポートセン
　　ターの機能強化と企業
　　支援の充実

ビジネスサ
ポートセン
ターにおける
相談件数

商工観光部 経営支援課 -
1,800件

（計画期間中
の累計）

553件

　専門家相談を通じて、市内中小企業・小規模事業者の円滑
な経営や新規創業の実現への支援を提供できた。
　今後も引き続き、相談対応による経営・創業支援にさらに取
り組む。

意見なし

つ・環境フェス
タ出展団体数

環境政策課 -
55団体

（計画期間中
の平均）

32団体

　新型コロナウイルス感染症の影響により、従来の来場者参
加形式での開催ができなかったものの、開催方法を従来の
メッセウイングみえでの展示会方式から映像配信・スタンプラ
リー等に変更して開催することや市民の環境問題への関心を
深めてもらうことを目的とした、市内の個人・事業所等で育て
たグリーンのカーテンコンテストを新たに実施することで、継
続した環境意識の高揚を図ることができた。なお、映像配信・
スタンプラリー等での開催については、令和元年度の出展者
にのみ通知し、参加募集を行ったが、来場者参加型のブース
を出展していた団体からの辞退が多かったため、目標の参加
団体数に達しなかった。
　令和３年度も新型コロナウイルス感染症の感染拡大によ
り、従来の形でのつ・環境フェスタの開催中止を環境フェスタ
実行委員会で決定しているものの、過去のつ・環境フェスタの
取組内容や環境の歴史等について新たにＨＰに掲載・周知
（令和３年１１月開催の実行委員会にて審議）することにより、
企業や家庭の環境意識の高揚を図るとともに、再生可能エネ
ルギーの導入促進に取り組むことを計画している。

意見なし

つ・環境フェス
タ来場者数

環境政策課 -
6,000人

（計画期間中
の平均）

1,238人
※スタンプラ

リー
170人に加

え、映像視聴
回数1回を1人

参加とし、総
数

1,068回をの
べ1,068人とす

る。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、従来の来場者参
加形式での開催ができなかったものの、開催方法を従来の
メッセウイングみえでの展示方法から映像配信・スランプラ
リー等に変更して開催することで、一定数のスランプラリー参
加者・映像視聴者への継続した環境意識の高揚を図ることが
できた。なお、２ヶ月の開催期間中に三重県新型コロナウイ
ルス「緊急警戒宣言」が発出され、、外出を伴うスタンプラリー
及び「津がんばるマルシェ」とのコラボ出展を中止したことなど
により、目標の来場者数に達しなかった。
　令和３年度も新型コロナウイルス感染症の感染拡大によ
り、従来の形でのつ・環境フェスタの開催中止を環境フェスタ
実行委員会で決定しているものの、過去のつ・環境フェスタの
取組内容や環境の歴史等について新たにＨＰに掲載・周知
（令和３年１１月開催の実行委員会にて審議）することにより、
企業や家庭の環境意識の高揚を図るとともに、再生可能エネ
ルギーの導入促進に取り組むことを計画している。

意見なし

委員からの意見
部局

環境部
エ：環境意識の高揚と再生
　　可能エネルギー等の導
　　入促進

施策分野

第２期総合戦略 具体的な施策のＫＰＩ等に対する取組

(1)　産業振興
　　の推進

津市で家庭を持ち、安定した暮らしをした
いという人の希望をかなえるために必要と
なる雇用の創出・拡大を図ります。

数値目標
策定時
（H30）

目標値
（R6)

実績

従業員数
（雇用保険被保険者数）
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●第2期まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略施策評価（令和2年度）

具体的な施策
重要業績
評価指標

（KPI)

策定時
（H30年度）

目標値
（R6年度）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
具体的な事業の実施状況（令和２年度）

課題・今後の方針

委員からの意見
部局

施策分野

第２期総合戦略 具体的な施策のＫＰＩ等に対する取組

オ：起業・創業に向けた支
　　援

市及び関係機
関の支援によ
る創業件数

商工観光部 経営支援課 -
350件

（計画期間中
の累計）

76件

　平成２９年４月のビジネスサポートセンター開設以降、起業・
創業希望者に対する支援強化を行ってきたことで、「ソケッ
津」（津市と関係機関でできた支援団体）による創業件数は増
加し、地域経済の活性化を図ることができた。
　今後も「ソケッ津」での関係機関との連携強化を図り、市民
や事業者の潜在的なニーズ等を先取りした施策等を充実さ
せ市域における創業者への支援並びに創業機運の醸成を図
る。

意見なし

カ：事業承継に対する支援
事業承継相
談件数

商工観光部 経営支援課 -
175件

（計画期間中
の累計）

29件

　ビジネスサポートセンターにおける相談件数（事業承継相談
件数を含む）は増加したものの、創業や経営相談と比較して
事業承継に関する案件が少なかったことから、相談件数は低
調となった。
　今後も、ＨＰや広報津などを活用した支援体制の周知を図
るとともに、新型コロナウイルス感染症の影響を見ながら、事
業承継に関する理解の醸成に資するセミナーの開催や、個
別の相談対応、後継者育成支援等の様々な角度からの事業
承継促進に取り組む。

意見なし

キ：農林水産業における新
　　規就業者の確保・定着
　　支援

新規就農者
数

農林水産部 農林水産政策課 36人/年 39人/年 41人

　第一次産業における担い手確保が全国的に困難な状況に
あるなか目標を上回る新規就農者を確保することができた。
　今後も引き続き、新たな担い手の確保に向けて関係機関と
連携した総合的支援を行い、新規就農への支援に取り組む。 意見なし

ク：農地集積・集約化の促
　　進

農地集積率 農林水産部 農林水産政策課 43.4% 50.0% 46.9%

　農地集積・集約化が進んだことにより、耕作放棄地の発生
抑制と農業競争力の強化が図られた。
　今後も農業所得の向上など農業経営基盤の強化に向け、
引き続き農地集積・集約化の促進に取り組む。 意見なし

ケ：地域農産物、水産物、
　　木材を活かした新商品
　　の開発、６次産業化の
　　促進

本市の支援に
よる新たな開
発商品数

農林水産部
農林水産政策課

林業振興室
水産振興室

-
10商品

（計画期間中
の累計）

1商品

　農業振興では耕作放棄地を再生してサツマイモを栽培し、
そのサツマイモから焼酎を作り、商品として販売することがで
きた。林業・水産振興については、新型コロナウイルス感染
症の影響により、津市木材利用促進ネットワーク運営委員会
等の組織による活動が制限されたことなどから、新商品の開
発につながる取組はできなかった。
　今後も、農業振興については、市内農産物の利用促進に向
けて６次化産業の取組を支援していくとともに、林業・水産振
興についても、Web会議を使うなど委員会等の活動を活性化
させ、新商品開発支援につながる取組を推進する。

　新商品ができた
時だけメディアに
露出しても後が続
いていないように
感じているので、
新商品開発支援
については、商品
開発後の流通や
販売についても支
援したほうがよ
い。

コ：農業・農村の多面的機
　　能の維持・発揮等によ
　　る農山漁村の活性化

経営耕地面
積に占める農
地維持支払
制度取組面
積割合

農林水産部
農林水産政策課
農業基盤整備課 59.5% 65.0% 64.8%

　農地の多面的機能の維持に取り組む新規組織が２つ設立
され、農地維持支払制度取組面積の増加を図ることができ
た。
　今後も引き続き、農山漁村の活性化に向けて事業の推進に
取り組む。

意見なし

(1)　産業振興
　　の推進
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●第2期まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略施策評価（令和2年度）

具体的な施策
重要業績
評価指標

（KPI)

策定時
（H30年度）

目標値
（R6年度）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
具体的な事業の実施状況（令和２年度）

課題・今後の方針

委員からの意見
部局

施策分野

第２期総合戦略 具体的な施策のＫＰＩ等に対する取組

ア　民間未利用地等を活
　　用した企業誘致の推進

市内の民間
未利用地等
への企業誘
致件数

商工観光部 企業誘致課 -
10社

（計画期間中
の累計）

1社

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、積極的な企業
訪問等を行えず、市内の民間未利用地等への企業誘致件数
は１件に留まった。
　新型コロナウイルス感染症の収束までは、メールや電話等
を活用しながら民間未利用地の状況把握及び立地動向の情
報収集・発信を行うことにより、企業誘致の推進を図る。

意見なし

イ：多様な業種の集積と魅
　　力ある雇用環境の創出
　　を目指した企業立地の
　　展開

津地域産業活
性化基本計画
や津市企業立
地促進条例、
及びアジア№１
航空宇宙産業
クラスター形成
特区で集積を
目指している業
種（食料品、プ
ラスチック製
品、窯業・土石
製品、金属製
品、はん用機
械器具、生産
用機械器具、
業務用機械器
具、電子部品・
デバイス・電子
回路、電気機
械器具、情報
通信機器、輸
送用機械器具
の各製造業、
航空宇宙産業）
に係る企業の
立地件数

商工観光部 企業誘致課 -
5社

（計画期間中
の累計）

0社

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、積極的な企業
訪問等を行えなかったことなどから、設定した業種の企業誘
致は０件となった。
　新型コロナウイルス感染症の収束までは、メールや電話等
を活用しながら民間未利用地の状況把握及び立地動向の情
報収集・発信を行うことにより、企業誘致の推進を図る。

意見なし

(2)　企業立地
　　の促進
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●第2期まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略施策評価（令和2年度）

基本目標③　定住・還流・移住などによる新たなひとの流れの創出

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

1人/年 100人/年 ▲386人/年

具体的な施策
重要業績
評価指標

（KPI)

策定時
（H30年度）

目標値
（R6年度）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
具体的な事業の実施状況（令和２年度）

課題・今後の方針

ア：市内在学の高校生・大
　　学生等の市内企業への
　　就職の促進

ふるさと就職
新生活応援
奨励金受給
者数

商工観光部 商業振興労政課 -
200人

（計画期間中
の累計）

28 意見なし

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、大学等への訪
問を通じたＵＩＪターン促進に係る啓発活動を行うことができな
かったことから、チラシの配布やＨＰへの掲載による周知を行
うことで、市内在学の高校生・大学生等の市内企業への就職
の促進を図った。
　今後もチラシの配布やＨＰへの掲載等を行うことで、さらな
る周知強化に取り組む。

　県外出身の学生
と県外進学の学生
の県内就職状況
が、20～30代の人
口減少につながる
と考えるので、ふ
るさと就職新生活
応援奨励金やふ
るさと就職活動応
援奨励金、地方創
生移住支援事業と
いった制度の活用
が大変重要。

シルバー人材
センター登録
会員数

健康福祉部 高齢福祉課 1,073人 1,350人 1,038人

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により令和２年の全国
におけるシルバー人材センター登録会員数は前年比減少し
たものの、津市においては、シルバー人材センターとの密な
連携やシルバー人材センターに係る説明会の広報津への掲
載、チラシの配布等が奏功し、登録会員数は微増となった（Ｈ
３０年比では減少）。
　今後も引き続き、広報津への掲載やチラシの配布等を行い
ながら会員数の増加を図る。
※　全国会員数　Ｈ３０年714千人、R１年716千人、R２年698千人
（前年比97.6％）
※　津市会員数　Ｈ３０年1,073人、R１年1,037人、R２年1,038人（前
年比101％）

意見なし

シルバー人材
センター契約
件数

健康福祉部 高齢福祉課 9,363件 10,000件 8,626件

　新型コロナウイルス感染拡大の影響による一般企業等や
個人からの請負・委託の減少により契約件数は減少した。
　今後も引き続き、広報津への掲載やチラシの配布等を行い
ながら契約件数の増加を図る。
※　全国契約金額　R1年3,215億円→R2年3,036億円
　　　（前年比94.46％）
※　津市契約金額　R1年6億1,100万円→R2年5億8,600万円
　　　（前年比95.90％）
　　 津市契約件数　R1年8,864件→R2年8,626件
　　　（前年比97.31％）

意見なし

福祉施設利
用者の一般
就労への移
行者数

健康福祉部 障がい福祉課 41人/年 56人/年 22人/年

　就労移行支援事業所やハローワークと連携し、事業者等へ
の情報提供などを行うことで、障がい者雇用に対する理解促
進を図り、高齢者や障がい者の就労支援を行った。しかしな
がら、新型コロナウイルス感染拡大の影響による一般就労の
移行先となる求人数が減少したことなどにより、移行者数は
減少した。
　今後も就労機会の拡大に向け、就労移行支援事業所やハ
ローワークとの連携、障がい者雇用に対する理解促進等に
取り組む。

意見なし

ウ：コンパクトで快適な賑わ
　　いのあるまちづくりの推
　　進

居住誘導区
域内の人口
密度

都市計画部 都市政策課
45人/ha

（H31年2月
末）

左記値の維
持

44.6人/ha

　窓口に来られた事業者への周知やホームページへの掲載
を通じ、居住誘導区域（生活サービスやコミュニティが持続的
に確保され、住民が安全・安心に居住できるとともに、公共交
通にアクセスしやすい地域に設定）への誘導を行うことで、コ
ンパクトで快適な賑わいのあるまちづくりの推進を図った。
　今後も引き続き、当該計画や届出制度の周知を行うことに
より、居住の誘導を図る。

意見なし

イ：高齢者や障がい者の就
　　労支援

(1)　定住
　　の促進

津市への定住や移住、交流といった観点
からの、津市への新たなひとの流れの創
出を図ります。

数値目標
策定時
（H30）

目標値
（R6)

実績

転入超過数
※転入数から転出数を引いたもの

施策分野

第２期総合戦略

委員からの意見
部局

具体的な施策のＫＰＩ等に対する取組
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●第2期まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略施策評価（令和2年度）

具体的な施策
重要業績
評価指標

（KPI)

策定時
（H30年度）

目標値
（R6年度）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
具体的な事業の実施状況（令和２年度）

課題・今後の方針

施策分野

第２期総合戦略

委員からの意見
部局

具体的な施策のＫＰＩ等に対する取組

公共交通全
体の利用者
数

都市計画部 交通政策課

21,916,719人
（H30年度、た
だし、鉄道利
用者のみ推

計値）

21,950,000人
20,923,837人
（鉄道利用者
のみ推計値）

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、公共交通の利
用者数は減少した。特に航路の利用者は、新型インフルエン
ザ等対策特別措置法に基づく、県境を越える移動自粛の協
力要請を受け運航を休止したことにより、令和元年度の１０分
の１以下と大幅に減少した。
　今後も、運行事業者と協力し、利用者の動向を把握しつつ、
コロナ禍における公共交通の利用に関する周知を実施すると
とともに、感染症収束後の利用回帰に資する取組を検討す
る。

意見なし

モビリティマネ
ジメントや利
用促進イベン
ト等実施数

都市計画部 交通政策課 6回 7回 ３回

　新型コロナウイルス感染症の影響により制約はあったもの
の、公共交通の利用促進に係る取組として、バスの乗り方教
室等のイベントを実施した。
　今後は、チラシの配布による啓発など、感染拡大防止に配
慮した取組方法も検討する。

意見なし

津市道路整
備計画による
路線（33路
線）の整備

建設部 建設整備課 9路線完了
12路線完了

（累計）
9路線完了

　令和６年度の１２路線の完了に向け、現在事業中の５路線
を計画通り進めており、これらを通じ、地域住民の安全性と利
便性の向上を図るための安全な道路空間及び道路ネット
ワークの拡充を図ることができている。
　今後も引き続き、津市道路整備計画に沿った路線整備に取
り組む。
※　現在事業中の津市道路整備計画による路線
・高茶屋小森町第２４号線（R4年度完了予定）
・高茶屋小森町久居線（R4年度一部完了予定）
・河芸町島崎町線（R5年度完了予定）
・上浜町大谷町第１号線（R6年度完了予定）
・井生波瀬線（R7年度完了予定）

意見なし

津市橋梁長
寿命化修繕
計画策定に基
づく橋梁（2m
以上、全2,253
橋）の２回目
の法点検

建設部 建設整備課 0橋点検完了
全2,253橋点

検完了
1,445橋

点検完了

　津市橋梁長寿命化修繕計画に基づき、計画的に点検業務
を進めており、従来の事後的な維持管理から予防的な修繕
及び計画的な架替えを実施する予防保全型の維持管理手法
への転換を図り、安全性や信頼性を確保した道路サービスの
提供を行った。
　今後も引き続き、津市橋梁長寿命化修繕計画に沿った計画
的な橋梁点検業務に取り組む。

意見なし

津市橋梁長
寿命化修繕
計画による橋
梁（2m以上、
全2,209橋）の
修繕

建設部 建設整備課 24橋完了 81橋完了 66橋完了

　津市橋梁長寿命化修繕計画に基づき、特に損傷が激しい
橋梁の修繕から計画的に進めており、従来の事後的な維持
管理から予防的な修繕及び計画的な架替えを実施する予防
保全型の維持管理手法への転換を図り、安全性や信頼性を
確保した道路サービスの提供を行った。
　今後も引き続き、津市橋梁長寿命化修繕計画に沿った計画
的な橋梁点検業務に取り組む。

意見なし

津市舗装維
持管理修繕
計画による道
路舗装（全長
160㎞）の修
繕

建設部 建設整備課 8.2㎞完了 19.6㎞完了 11.5㎞完了

　津市舗装維持管理修繕計画に基づき、特に損傷が激しい
箇所の舗装修繕から計画的に進めており、従来の事後的な
維持管理から予防的な修繕及び計画的な架替えを実施する
予防保全型の維持管理手法への転換を図り、安全性や信頼
性を確保した道路サービスの提供を行った。
　今後も引き続き、津市舗装維持管理修繕計画に沿った計画
的な道路舗装の修繕に取り組む。

意見なし

(1)　定住
　　の促進

オ：道路ネットワークの整
備
　　とインフラの適正管理に
　　よる安全・安心の確保

エ：公共交通の充実
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●第2期まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略施策評価（令和2年度）

具体的な施策
重要業績
評価指標

（KPI)

策定時
（H30年度）

目標値
（R6年度）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
具体的な事業の実施状況（令和２年度）

課題・今後の方針

施策分野

第２期総合戦略

委員からの意見
部局

具体的な施策のＫＰＩ等に対する取組

(1)　定住
　　の促進

カ：住みたくなるような魅力
　　ある住環境の形成

緑化・美化に
取り組む団体
数

都市計画部 都市政策課 164団体 190団体 175団体

　ホームページや広報津を活用した周知等により、緑化・美
化に取り組む団体数を増加させ、住みたくなるような魅力ある
住環境の形成を促進させた。
　今後は、ホームページや広報紙に加え、自治会ハンドブック
を通じた緑化・美化に取り組む団体の募集等の周知も行うこ
とにより、さらなる新規団体の確保に努める。また、取り組み
を行う団体には対しては個別に事業案内を行うことで継続を
促す。

意見なし

ア：都市圏等の大学に進学
　　した学生の市内企業へ
　　のＵＩＪターン就職の促
　　進

ふるさと就職
活動応援奨
励金受給者
数

商工観光部 商業振興労政課 -
100人

（計画期間中
の累計）

8人

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、大学等への訪
問を通じたＵＩＪターン促進に係る啓発活動を行うことができな
かったことから、チラシの配布やＨＰへの掲載による周知を行
うことで、都市圏等の大学に進学した学生の市内企業へのＵＩ
Ｊターン就職の促進を図った。
　今後も、大学等へのチラシの配布やＨＰへの掲載等を行う
ことで、さらなる周知強化に取り組む。

イ：市外就労者の市内企業
　　等への就職の促進

地方創生移
住支援事業
交付申請人
数

商工観光部 商業振興労政課 -
15人

（計画期間中
の累計）

0人

　三重県との連携のもと、ＨＰによる周知等を行ったものの地
方創生移住支援事業交付の申請はなかった。
　今後は、三重県とのさらなる連携のもと、新たにチラシを作
成・配布することなどにより、さらなる制度の周知を行う。

ウ：市内の大学へ入学
　　した学生の津市への
　　愛着心の醸成

地域の各種イ
ベント・ボラン
ティア活動等
の取組に参画
する学生数

三重短期大
学

学生部 37人 50人 10人

　地域連携サポーター制度への学生の登録推進を行うととも
に、登録者にボランティア活動等の情報提供を行った。しかし
ながら、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、ボラン
ティア活動やイベント自体が自粛となるなど、学生のボラン
ティア活動等への参加自体が困難な状況となったことでボラ
ンティア活動等への参画学生数は低調となった。
　今後も引き続き、地域連携サポーター制度への学生登録の
推進を図り、ボランティア活用等の情報提供を行っていく。
※　三重短期大学内及びその周辺の清掃活動を行う美化
デーに学生10名が参加

意見なし

ア：様々な移住ニーズに対
　　応できる移住相談体制
　　の充実

移住相談件
数

都市計画部
美杉総合支

所

都市政策課
地域振興課

41組71人 40組70人 31組50人

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、都市部におけ
る移住相談会は実施できなかったものの、道の駅美杉の美
杉田舎暮らし休日相談窓口を中心に実施することで、移住
ニーズに対応できる移住相談体制を維持した。
　今後も引き続き、平日に時間の取れない田舎暮らし希望者
に対して美杉田舎暮らし休日相談を実施するとともに、新型
コロナウイルスの感染状況をみながら都市部での移住相談
会再開を検討する。
※　令和1年度美杉田舎暮らし休日相談窓口（相談件数）：令和1年
度：24組40人

意見なし

イ：プロモーションビデオ、
　　パンフレット等による移
　　住促進に向けた情報発
　　信・ＰＲ

ホームページ
におけるプロ
モーションビ
デオ再生数

政策財務部 広報課 -
280,000回

（計画期間中
の累計）

84,600回

　映画「浅田家！」とタイアップした写真コンテスト「♯とってお
きのふるさと」において、浅田政志氏本人による写真撮影の
様子を動画にすることなどを通じ、ホームページにおける津
市のプロモーションビデオ再生数は好調となり、この取組等を
通じて津市の情報発信・ＰＲを図ることができた。
　今後もより多くの人に津市の魅力を知ってもらえるようプロ
モーションビデオなどを活用し、津市の情報発信・ＰＲに積極
的に取り組む。

意見なし

　県外出身の学生
と県外進学の学生
の県内就職状況
が、20～30代の人
口減少につながる
と考えるので、ふ
るさと就職新生活
応援奨励金やふ
るさと就職活動応
援奨励金、地方創
生移住支援事業と
いった制度の活用
が大変重要。

(2)　還流
　　の促進

(3)　移住
　　の促進
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●第2期まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略施策評価（令和2年度）

具体的な施策
重要業績
評価指標

（KPI)

策定時
（H30年度）

目標値
（R6年度）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
具体的な事業の実施状況（令和２年度）

課題・今後の方針

施策分野

第２期総合戦略

委員からの意見
部局

具体的な施策のＫＰＩ等に対する取組

ウ：関係人口の創出・拡大

関東圏シティ
プロモーショ
ンイベントの1
日当たりの平
均来場者数

政策財務部 東京事務所 244人 270人 18.1人

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、予定していたイ
ベントは実施できなかったものの、形態をパネル展に切り換
えて実施することで関係人口の創出・拡大を図った。
　今後は、感染対策を行い、密にならないイベントはできる限
り実施していく。
※　R2実施イベント：つデイパネル展「映画『浅田家！』のロケ
地・津市」を１回開催（開催日数１０日間、来場者１８１名）

意見なし

エ：家庭菜園などの余暇の
　　楽しみ方を絡めた“いな
　　か暮らし体験”の利用
　　促進

美杉の魅力
発見塾利用
者数

美杉総合支
所

地域振興課 100人 130人 48人

　コロナ禍においても利用者の受入れができるよう美杉の魅
力発見塾を継続したものの、毎年100人前後あった田舎暮ら
し体験者は半数に減る結果となった。
　コロナ禍においても利用者の受入れができるよう、今後も引
き続き感染防止対策を行いながら、美杉の魅力発見塾を実
施していく。

意見なし

空き家情報バ
ンクにおける
登録物件件
数（全域拡大
後累計）

都市計画部
美杉総合支

所

都市政策課
地域振興課

57件 130件 135件

　空き家所有者への空き家の利活用に係るダイレクトメール
の送付等を行うことで、空き家情報バンクの登録物件の充実
を図った。これらの取組が奏功し、物件登録数は大きく増加し
た。
　今後も引き続き、空き家の利活用を促進するため、空き家
情報バンクの登録物件数の掘り起こしや情報発信等を行う。

空き家情報バ
ンクにおける
媒介成立件
数

都市計画部
美杉総合支

所

都市政策課
地域振興課

9件
（過去4年間

の平均）

10件/年
（計画期間中

の平均）

38件/年
（R2年度実

績）

　空き家情報バンクの登録物件の充実などにより、物件の成
約数も好調となった。
　今後も引き続き、空き家の利活用を促進するため、空き家
情報バンクの登録物件数の掘り起こしや情報発信等を行う。
※　３８件の内訳：市内１５件、県内市外１２件、県外１１件

観光ボラン
ティア案内人
数

商工観光部 観光振興課 24,561人 25,000人 6,986人

　新型コロナウイルス感染拡大の影響による旅行自粛や街
道ウォークイベントの中止をはじめ、ガイド活動自体の自粛が
大きく影響したものの、感染対策を徹底しながら受入定員を
限定するなど、一部工夫しながらイベントの実施を行った。ま
た、活動が制限されたこの時期を使って各ガイド会ともに研
修会や講演会等に参加することでガイド力の向上に努めた。
　今後、コロナ収束後の本格的な活動再開に向けて受け入れ
準備を整えていく。

意見なし

観光レクリ
エーション入
込客数推計

商工観光部 観光振興課 3,938,611人 4,100,000人 2,510,415人

　新型コロナウイルス感染拡大の影響による津まつりや花火
大会、桜まつり等の大きな集客イベントの中止や大型宿泊施
設等の休業が大きく影響し、観光レクリエーション入込客数は
低調となった。
　今後、コロナ禍では、従前通りのイベント開催や事業運営は
困難であることから、イベント開催の指針や感染予防対策マ
ニュアル等を踏まえて、可能な限りの対策を施し、目標値の
達成に取り組む。

意見なし

イ：ＭＩＣＥの誘致活動の促
　　進

会議、研修
会、イベント等
の開催数

政策財務部
商工観光部

広報課
観光振興課

-
30回

（計画期間中
の累計）

0回

　新型コロナウイルス感染拡大の影響によるシンポジウム・
大会・学会等の中止や延期、オンラインによる開催が大きく影
響し、人流を伴う開催実績はなかった。
※オンラインのみの開催はKPIの回数に含めない
　今後もしばらくは、オンラインと現地でのシンポジウム等とを
合わせたハイブリッド型の開催が続くことが予想されるが、市
内には規模や目的に応じて対応可能な26の施設があること
から、引き続き三重県と連携しながら様々な機会を捉えた
MICE誘致に取り組む。

意見なし

オ：空き家情報バンクへの
　　登録と住宅情報の提供
　　の充実

ア：外国人も含めた観光客
　　増加に向けた取組の促
　　進

　成約数が順調に
増えると空き家の
物件数が心もとな
くなる。空き家が
増えることを良しと
するつもりはない
が、物件の掘り起
こしや空き家の家
財をどうするかな
ど、空き家の更な
る周知と貸し方に
関するケアも考え
た方が良い。

(4)　人々が
　　行き交う
    津づくり

(3)　移住
　　の促進
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●第2期まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略施策評価（令和2年度）

具体的な施策
重要業績
評価指標

（KPI)

策定時
（H30年度）

目標値
（R6年度）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
具体的な事業の実施状況（令和２年度）

課題・今後の方針

施策分野

第２期総合戦略

委員からの意見
部局

具体的な施策のＫＰＩ等に対する取組

全国規模のス
ポーツ大会の
誘致

スポーツ文化
振興部

スポーツ振興課 -
3大会/年

（計画期間中
の平均）

1大会/年

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、多くの大規模
な大会が中止・見送りとなったことから開催数は低調となっ
た。
　今後も、新しい生活様式に対応した大会の開催方法・誘致
方法についての工夫を行い、スポーツ交流の促進に取り組
む。
※　大会実績
・第48回全国高等学校選抜卓球大会

1大会で延べ
500人以上の
来場が見込め
るスポーツ大
会の開催数

スポーツ文化
振興部

スポーツ振興課 34大会/年
35大会/年

（計画期間中
の平均）

10大会/年

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、多くの大規模
な大会が中止・見送りとなったことから、開催数は低調となっ
た。
　今後も、新しい生活様式に対応した大会の開催方法・誘致
方法についての工夫を行い、スポーツ交流の促進に取り組
む。
※　大会実績
・市中学校体育連盟夏季総合体育大会（バスケットボール）
・第32回鎮江杯争奪卓球大会
・全日本卓球選手権大会（ジュニアの部　第1次）県予選会
・市民体育大会　卓球競技
・県高校新人ハンドボール選手権大会
・県卓球選手権大会（東京卓球選手権大会県予選会）
・東海選手権大会及び全国選抜大会県予選会（ハンドボール）
・三交ホーム杯（フットサル）
・県高校交流ハンドボール大会
・第48回全国高等学校選抜卓球大会

スポーツイベ
ント開催によ
る集客人数

スポーツ文化
振興部

スポーツ振興課 -

延べ130,000
人/年

（計画期間中
の平均）

19,665人

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、スポーツイベン
トが中止・見送りとなったことから、集客数は低調となった。
　今後も、新しい生活様式に対応したスポーツイベントの開催
等の工夫を行うことで、スポーツ交流の促進に取り組む。

エ：2020年東京オリンピッ
　　ク・パラリンピックなど
　　を契機としたスポーツ・
　　健康まちづくりの推進

スポーツ教室
の参加人数
※市又はス
ポーツ協会主
催

スポーツ文化
振興部

スポーツ振興課 2,638人/年
3,000人/年

（計画期間中
の平均）

1,506人

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、多くのスポーツ
教室が中止となったことにより、スポーツ教室の参加人数は
低調となった。
　今後も、参加者の検温と健康チェックシートによる体調報告
やスポーツ教室会場の換気・消毒などの感染対策を徹底しな
がら、スポーツ教室を開催していく。

オ：ボートレース事業の活
 　　性化

本場入場者
数

ボートレース
事業部

経営管理課 -
1,400,000人

（計画期間中
の累計）

188,684人

　新型コロナウイルス感染拡大の影響による40日間の無観
客開催や、外出自粛の影響により、入場者数は低調となっ
た。しかしながら、コロナ禍においても、動画配信イベントやＳ
ＮＳを活用して電話投票売上向上の施策を実施した結果、売
上は好調となり、ボートレース事業全体としての活性化が図
れた。
　今後も、ファンサービスの工夫や来場しやすい施設の検討
を行い新規ファンの獲得に取り組む。
※　津主催レース・場外受託の売上　R1年度47,068,487千円
⇒R2年度61,901,207千円

意見なし

ウ：津市産業・スポーツセン
　　ターなどの施設を活か
　　したスポーツ交流の
　　促進

　他県や他市の
人々との交流に
よって街の活性化
を促進するのであ
れば、スポーツイ
ベントだけでなく、
市展などの文化
芸術イベントをい
ろいろな施設で開
催することも考え
た方がよい。

(4)　人々が
　　行き交う
    津づくり
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●第2期まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略施策評価（令和2年度）

具体的な施策
重要業績
評価指標

（KPI)

策定時
（H30年度）

目標値
（R6年度）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
具体的な事業の実施状況（令和２年度）

課題・今後の方針

施策分野

第２期総合戦略

委員からの意見
部局

具体的な施策のＫＰＩ等に対する取組

(4)　人々が
　　行き交う
    津づくり

カ：商店街の賑わいの創出
商店街におけ
る新規店舗開
店数

商工観光部 商業振興労政課 -
15店舗

（計画期間中
の累計）

2店舗

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、新規出店が消
極的とならざるを得ない状況となっていることなどから新規店
舗の開店数は低調となった。
　今後も、商店街における新規店舗を対象とした現行の補助
制度を、より使いやすい制度に変更することやアフターコロナ
へシフトした際の各種イベントの再開などを通じて商店街の
魅力向上に取り組む。

　三重創生ファン
タジスタクラブで
は、地域おこしの
ために商店街等
に絵を描きに行く
という「ペイントプ
ロジェクト」を行っ
ており、何か手伝
えることがあれば
協力させていただ
く。
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●第2期まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略施策評価（令和2年度）

基本目標④　人と人が繋がった暮らしやすい地域づくり

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

81.4% 90.0% -

具体的な施策
重要業績
評価指標

（KPI)

策定時
（H30年度）

目標値
（R6年度）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
具体的な事業の実施状況（令和２年度）

課題・今後の方針

ア：医療・福祉・介護の連携
　　による地域包括ケアシ
　　ステムの確立

地域ケア会議
の開催数

健康福祉部
地域包括ケア

推進室
167回/年 200回/年 169回/年

　コロナ禍であったが、多職種の支援者間で高齢者の抱える
課題の情報を共有するなど、より強固な連携を図り、また個
別ケースを検討する小地域ケア会議を中心に地域ケア会議
を開催することで、地域包括ケアシステムの確立を図った。
　今後も、主催する地域包括支援センターの実践力アップや
地域ケア会議の質の平準化、同会議に関わる支援者の効果
的協働等を図りながら、高齢者をとりまく課題解決に資するケ
ア会議を開催する。

意見なし

定期巡回・随
時対応型訪
問介護看護
事業所の整
備数

健康福祉部 介護保険課 -
3事業所

（計画期間中
の累計）

0事業所

　公募により未整備地域への定期巡回・随時対応型訪問介
護看護事業所の整備を進めたものの、令和２年度整備（令和
元年度の公募）に対する応募がなく、整備の前進には至らな
かった。
　今後、事業者へのより一層の周知や情報提供を行うととも
に、公募内容や方法等も検討し、事業者の募集に取り組む。

意見なし

小規模多機
能型居宅介
護事業所の
整備数

健康福祉部 介護保険課 -
4事業所

（計画期間中
の累計）

0事業所

　公募により未整備地域への小規模多機能型居宅介護事業
所の整備を進めたものの、令和２年度整備（令和元年度の公
募）に対する応募がなく、整備の前進には至らなかった。
　今後、事業者へのより一層の周知や情報提供を行うととも
に、公募内容や方法等も検討し、事業者の募集に取り組む。

意見なし

ウ：無医地区の解消 無医地区の数 健康福祉部 地域医療推進室 1地区 0地区 1地区

  残り1地区となっている無医地区については、その解消には
至っていないものの、現在、当該地区における診療状況につ
いては、当該地区から最も近い医療機関である平成29年に
開設した市営の家庭医療クリニックへの受診や同クリニック
が当該地区の隣地区で実施している巡回診療への受診、ま
た、通院が困難な患者に対しては訪問診療によって診療対
応を実施している。
　今後も、診療状況の現状も踏まえ、当該地区への巡回診療
など、無医地区の解消に向けて取組を進める。

意見なし

エ：高齢者の自立支援に
　　つながるケアプランの
　　実現

医療介護連
携情報共有シ
ステム研究会
の開催数

健康福祉部
地域包括ケア

推進室
2回/年

4回/年
（計画期間中

の平均）
0回/年

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、研究会は開催
できなかったものの、医療介護連携情報共有システム（ＩＣＦ
事業）の評価対象者１６名に同システムの評価を実施するこ
とで、高齢者の自立支援につながるケアプランの実現を図っ
た。
　今後、医療介護連携情報共有システム（ＩＣＦ事業）の評価
対象者数を増やすため、さらに医師会・介護支援専門員協会
などに働きかけていくとともに、感染状況を見ながら研究会の
開催を行う。
※　医療介護連携情報共有システム：高齢者の自立支援や重度化
防止に資する津市独自の情報共有システム
※　医療介護連携情報共有システム（ＩＣＦ事業）の評価人数　R1年
度27人

意見なし

(1)　地域福祉
　の充実

イ：地域密着型サービスの
　　充実

施策分野

第２期総合戦略

委員からの意見
部局

具体的な施策のＫＰＩ等に対する取組

地域に暮らす人たちが明るい将来を思い
描き、互いに支え合い、笑顔があふれる地
域づくりを進めます。

数値目標
策定時
（H30）

目標値
（R6)

実績

市政アンケート等で、「津市は住みやすい」
と回答した人の割合
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●第2期まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略施策評価（令和2年度）

具体的な施策
重要業績
評価指標

（KPI)

策定時
（H30年度）

目標値
（R6年度）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
具体的な事業の実施状況（令和２年度）

課題・今後の方針

施策分野

第２期総合戦略

委員からの意見
部局

具体的な施策のＫＰＩ等に対する取組

ア：地域コミュニティの充実

会館・市民セ
ンター・集会
所・公民館等
の利用人数
（1施設当たり
の平均）

市民部
教育委員会

市民交流課
生涯学習課
人権教育課

6,794人 7,346人 3,549人

　新型コロナウイルス感染拡大の影響による利用の自粛や
行事の中止に伴い、ほぼ全ての施設で利用者数が大幅に減
少した。
　今後も、感染症拡大防止に努めつつ、新しい生活様式を実
践したうえで、安全・安心な施設の利用促進に取り組む。 意見なし

イ：安心で安定した給水の
　　確保

重要施設に接
続する耐震適
合性のある管
路延長

上下水道事
業局

水道工務課 21.8㎞ 27.1㎞ 21.8㎞

　当初計画していた用地を取得することができなかったため、
新たな用地を取得し、計画管路のルート・工法を再検討する
こととなったことから管路延長は進捗しなかった。
　安全・安心でおいしい水の安定供給を確保するため、今後
も生活基盤施設耐震化等交付金を活用し、計画に沿った管
路延長が行えるよう、用地の取得や老朽化施設の更新、浄
水場、配水池及び管路の耐震化に取り組む。

意見なし

ウ：生活排水処理対策と治
　　水対策の総合的な推進

汚水処理施
設整備人口

上下水道事
業局

下水道工務
課

240,292人 244,397人 252,467人

　市営浄化槽の設置などの取組により汚水処理施設整備人
口を加増し、生活排水処理対策と治水対策の総合的な推進
を行った。
　令和6年度の目標値を既に達成したため、今後は国土交通
省から求められている汚水処理施設の10年概成(令和8年度
末における汚水処理施設の整備率95%の達成)を目指し更な
る推進を図る。

意見なし

1日1人当たり
のごみ排出量

環境部 環境政策課 980ｇ 972ｇ以下 1,018g

　ごみの減量化・排出量の減少に向けて、事業者への指導・
啓発による事業系ごみの削減や市民一人ひとりにごみの減
量・再資源化の意識を持ってもらえるよう、生ごみの水切り、
資源ごみの確実な分別等の啓発に取り組むことで、自然環境
の保全と循環型社会の形成を図った。
　しかしながら、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、
家庭で過ごす時間が増えたことなどにより、1日1人当たりの
ごみ排出量は増加した。
　今後さらなるごみの減量化・排出量の減少に向けて事業者
や市民に対する啓発に取り組む。

意見なし

ごみのリサイ
クル率

環境部 環境政策課 21.7% 30.2％以上 22.9%

　ごみの減量化・排出量の減少に向けて、事業者への指導・
啓発による事業系ごみの削減や市民一人ひとりにごみの減
量・再資源化の意識を持ってもらえるよう、生ごみの水切り、
資源ごみの確実な分別等の啓発に取り組むことで、ごみのリ
サイクル率の向上を図ることができた。
　今後もさらなるごみのリサイクル率向上に向けて、事業者や
市民に対する啓発に取り組む。

意見なし

オ：公共施設等総合管理計
　　画に基づく公共施設の
　　老朽化対策

公共施設等
総合管理計
画に基づくエ
リア再編数

政策財務部 財産管理課 1件 5件 1件

　安濃子育て支援センターの移転完了（令和3年2月）をもっ
て、一連の安濃庁舎周辺の公共施設再編事業が完了し１エ
リアの再編が完了となった。これらの事業全体を通じて、施設
利便性の向上とともに、低未利用施設の有効活用、施設総
量の縮減等を実現することができた。
　令和３年度には、安東エリアにおける再編の検討を開始し
ており、さらなる再編を進める。

意見なし

エ：自然環境の保全と循環
　　型社会の形成

(2)  安全で安
　心して暮ら
　せる地域づ

　くり
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具体的な施策
重要業績
評価指標

（KPI)

策定時
（H30年度）

目標値
（R6年度）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
具体的な事業の実施状況（令和２年度）

課題・今後の方針

施策分野

第２期総合戦略

委員からの意見
部局

具体的な施策のＫＰＩ等に対する取組

カ：消防団の充実強化 消防団員数 消防本部
消防団統括

室
-

2,116人（令和
元年4月1日

現在）の維持

2,057人（令和
3年4月1日現

在）

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、消防団のＰＲ
活動や加入促進活動が限定的にならざるを得なかったもの
の、大規模災害時に避難所要員として避難所運営の支援活
動等を行う学生機能別団員の加入促進を重点的に実施する
ことで、入団者数の増加につながり、消防団の充実強化を
図った。
　今後もコロナの感染状況を注視して、消防団のＰＲ活動や
加入促進活動を行う。
※　学生機能別団員の入団者数　H30年度22名、R1年度22名、R2
年度60名

意見なし

日本語教室
参加者数（受
講者及びボラ
ンティア）

市民部 市民交流課
延べ1,285人/

年
1,542人/年 960人

　新型コロナウイルス感染拡大の影響による教室の中止や
利用の自粛等に伴い、全４教室において受講者・ボランティア
の数が減少した。
　今後も引き続き、検温器やアルコール消毒、パーテーション
の導入による感染拡大防止に努め、安心して参加してもらえ
るような教室づくりに取り組む。

　普通に生活する
中であまり外国人
居住者との交流の
場がないように感
じる。例えば、三
重創生ファンタジ
スタクラブで、大学
生が教える、外国
人の方から学ぶ、
という双方向の交
流教室等という場
を通して外国人居
住者の方とコラボ
レーションしてみ
たい。

在留外国人
窓口相談件
数

市民部 市民交流課 2,884件/年 3,500件/年 8,375件

　相談体制の充実を図るため、ポルトガル語の通訳員増員（1
名）やタブレット端末による遠隔通訳サービス（R1.11～）の利
用を開始した。なお相談内容としては新型コロナウイルス感
染症に伴う給付金や生活困窮に関するものが大幅に増加し
た。
　今後も相談件数の増加が予想されるため、より細やかな対
応を行う。

意見なし

ク：地域課題の自立した取
　　組や持続可能な活動に
　　向けた支援

地域住民が
主体的に地域
で実施する事
業を決める仕
組みの構築
数

市民部 地域連携課 - 9地域 0地域

　地域住民が主体的に地域で実施する事業を決める仕組み
として、地域の方が集まる懇話会（プレ懇話会）の開催を予定
していたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観
点から懇話会（プレ懇話会）の開催を見送りとした。
　今後も新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況や国・
県の事業実施状況も見ながら、懇話会（プレ懇話会）の開催
を検討する。なお、懇話会の前段階にあたるプレ懇話会の最
後の開催から１年経過したことから、プレ懇話会に参加してい
た自治会長等のメンバーが変更になっている可能性がある。
そのため、地域の状況を再度確認しながら懇話会（プレ懇話
会）の開催していく必要がある。

意見なし

交流拠点づく
り

総合支所 地域振興課 -
3拠点

（計画期間中
の累計）

0拠点

　平成24年に芸濃小学校に統合されて廃校となった旧安西
小学校及び旧雲林院小学校の跡地を活用した交流拠点づく
りに向け、地域活動団体等にさらなる利用の意向をうかがう
などの取組を行ったが、新たな交流拠点の創出には至らな
かった。
　今後も、地域活動団体等と十分なコミュニケーションを図る
こと等を通じ、小学校の廃校跡地等を活用した交流拠点づく
りに取り組む。

意見なし

交流のための
イベント開催
数

総合支所 地域振興課 3回/年 6回/年 2回/年

　コロナ禍において各種イベントが中止となるなか、美里地域
において１協議会のみがイベントを実施した。
　社会情勢等の変化に応じた活動のあり方、取組、組織の強
化・充実を図り、今後も引き続き、魅力ある地域づくり、地域コ
ミュニティの強化に取り組む。

意見なし

ケ：小学校の廃校跡地等を
　　活用した交流拠点づくり

キ：外国人を含めた地域住
　　民の顔が見えるコミュニ
　　ティの形成

(2)  安全で安
　心して暮ら
　せる地域づ

　くり
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